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! 研究の目的|

現在治山事業の能率化の観点から、経済的治山工法の確立が爰請されて 

いる。経済的治山工法としては、全国を数地帯に分け、それぞれの地帯の 

特色に応じた工法が確立されなければならないが、この一環として、日本 

の代表的一地帯とみられる多雪地帯の山腹工事について、その経済的治山 

工法を検討しようとするものである。

H 研究計画の前提］

I［-1試•験の対變

多雪地帯の荒廃地には丨)積雪以外の因子(豪雨、均震など)が 

発生の原因となったもの H )積雪が発生の原因となったもの の 

2租があるが、ここでは発生の原因は問わず、しかも塩深積雪2 m 

以上(降雪:S 8 〇 〇 mm以上)の荒廃地で

A) 荒廃姫を復旧するにあたり、積雪(ナダレ、クリーブ等)が 

主たる障害になっている場合の山腹工事

B ) 山腹工事の既施工地の更新撫育を考えるにあたり、積雪が問 

題となる場合の取扱法

を試験の対象とする〇

I［一 2 立地条件からの要請

多雪址帯の荒廃地は、積雪の移動圧によって山腹に施工されたエ



作物が破損しやすく、土壊の安定が期しがたい。しかし、この移動 

圧をうまく処理しうれば、一段に植栽間草のための条件は恵まれて 

いる。従って、この移動圧の突態を把握し、これに対していかなる 

処置を行えばよいかを求めることが本姑帯の山腹工事の特徴ずけを 

行うこととなり,既施工均の取扱においても原則的にはこれと同樣 

である〇

U-3 研究実續からの要請

山地における屈の移動については、林;ユにおけるナダレ防止の 

ための階段、林木の積’:"移動防止機能についての研究実泌はあるが、 

荒廃均の復旧工法との阕述はほとんど研究されていない。従って、 

この研究を行うには、多雪抱带内の荒琬池に、単価の高い復旧方法 

から単価の安い毯旧方法までを施工して、その結果を総合的に検討 

することのほかに、山腹工冬に用いられる個々の工作物が、世"に 

対してい炉なる能力を発抑するかを個別的に検討することも必会と

なる〇 

皿研究の針画

n-1試茨の方红

秋田、肯森営林局管内の多雪地帯内に、役旧工法の試験区Aと既 

施工坦の取扱法の試凝区Bを設定し、ここにおける現坦試浚を本研 

究の主体とする。

復旧工法に関してはA-1:総合的工徳の試赦区 A- 2 ：単独 

ェ積の試溪区という2秘の試験区をおく。

-2-

総合的工役の試喰としてほ、積雪の移動圧を十分に考慮しての工法 

と植・の移動圧を全く考慮しない工法とを両極端としゝその間に適 

宜に敎補の工法を含めて比較を行い、投資額と治山効果の网係を検 

討する。

単独工的の試潑としては、この地帯で一般的に利用しうる.積エ、 

編柵工等の個々の工作物をぬきだし、その各々について独エ方法別 

の比較を行い、積钉の移動に対する効率的な配桂法の基準をうる。 

この試顷に対しては、その成呆の一就・化をほかる且的で、淸密な測 

定あるいは定常的な観測などができろ試;哭边を没ける。

既格工她の取扱法に関しては、伐採方法、撕袒の2者を相み合せ 

た..喰区を設定して、.秋雪条件下における邮顷改・経済樹我導入 

法および伐採の基準を険討する。

伽査測定は約1〇年を予定するが、昭和3 5年度〜昭和3 7年度 

の実行に鼓する経尧は国有林特別会針の負担とrる。

m-2 試茨泡

A:復旧工法の関係
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A-1:総合的工程のための試涣坡 T山形営林宿宜内斂王山

の・源:川流城内荒廃姑

A-2：単独工租のための試後均

A - 2 -1 ->昭和3 6年座中に秋田

営林局管内荒廃均に選

定する。

A- 2 - 2 T 林業試験場東北支場山

形分場梢内



B:既施工地の取扱法の関係

斑、8林班および1A

林班内の既施工姑

in- 5試技方法

A ) A均区の部

I ) エ植

本坦区内の荒廃竟!のうち約1haを選び、つぎの6掠の工法お 

よび無処理対照の区を小流域単位に1区づつ合計7区を設ける。

必妥箇所には浅石水胳および谷止を設:け、階段またはこれに準 

役ー⑸ 復ー⑹

筋エA 筋エB

ずるものの延長は5000-4000 m4aとする。植裁方法

川尻営林署皆内 3林

1)A-1间係(就王)

復ー⑦

は現在この坦区で主として用いられている方法に統一する。

後一⑴ 復ー⑶ 夜ー⑶ 役ー⑴

練積

編掴B

筋エA

空・讀 

編椅B 

筋エB

編稲U

筋エB
I

編梱B

筋エB
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記号説明

練積---------高さ2 in斜距隸問隔約5 0m

空積 ……商さ2 m斜距験間隔約3 〇 m

編柵A...............斜距暧間兩約5〜6 m

帽柵B..............斜距離同陽約1〇 m

筋工人ー…補強材料(石又は丸太)を伴う筋エ

筋エB--------捕強材料を伴わざる筋エ

) 結采の判定

各工痘の破壊程度を観察することが第1の結果判定であるが、 

さらに啓男の移動圧および移動牡、土砂流出彖、植栽木の生育 

状態も判定の基準に加え、つぎのごとき方法で測定を行う。

イ)積雷の移動圧および移動攻..•各区の階段借蝌面および 

階段水平部に数本の支柱をおき、それにとりつけられた幽コ 

ーンによって移動圧を推定する。移動扭は、1端を固定した 

約糸に逹結されたブシスチックの球体を数個おくことによつ 

て推定する。これらの設側は、降雪前にセットし、融雪後湖 

定を行うものとする。

ロ) 土砂流出ほ••・各区の下端において、土砂うけの絡をっ 

くりうるところは木箱を設ほする。地形上木箱の設定が不可 

能の場合には、 谷止に椎砂する土砂を測添:することとし、こ 

れも不可能の区については、積雪の移動圧測定用の杭によっ 

て侵蝕深を测ることとする。

この測定は春先1回、秋の終りに1回を原則とする。

ハ)植栽木の生育状態
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階段またはこれに準ずるところに植裁された主林木について 

その樹高、根元直徑を測定する。土壊条件等から考えて、層 

別可能の場合は上下または上中下等に区分し、!区において 

は敵1〇本の主林木を単位としてその平均値を求める。測定 

は係年1。月に笑施し、通年の疫化を把撮する。

ロ) 年次計画

昭和3 5年度 1.試!浚区および試唉エ疝の決定

2.予備資料の集収および予備調査

昭和3 6年度 1.各工毎の施工

2.測定装任の設定

昭和37年度以降!.豹査、測定の繼続

)A— 2関係

A-1区で総合的に施工した工利のうち、段エ、編稲エ、筋エ 

をそれぞれ分離し、それら各個別工忍を教柄施工して比鼓浚討す 

る。なお、ナダレ防止に広く用いられる階段エおよび驾庇防止エ 

についての検討もつけ加えることとし、忒孩地は、•秋田営林局で 

内の要治山施工烛と林業試段場山形分場構内とする。

a) A-2-1(場所未定)

I )エ積

イ)雪庇防止エ

雪庇防止梱については

地上髙2 mで5 〇务透過性の梱と不透過性の柵

地上高3 mで5 〇 %透過性の枷と不透過性の柵

の4睛
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°) 切取階段エ

駛雪期の竣大積書深を〇!.それより0. 5 m滅じた深さ

をD:さらに0.5 m波じた深さをD 3とした場合階段間直

高を

6 〇I »

とした場合の6痘。

ハ)積エ

練積またはコンクリートの山腹秋工について

有効高!.〇 mで斜而問隔!〇 h!と2 0 m

有効爲1.5 mで斜面間爾10 mと2 0 m

二)跡エ

15 mとした場

合の5〇

ホ)筋エ

H = 8 Diの切取階段または之に準ずる工作物をつくり、

その间に15本と1〇本の筋工を入れた場合の2稲

結果の判定

A—!の場合に準ずるが、測定設備としては積雪の移曲圧お

よび移動母を主体とする〇

年次别・画

昭和3 5年度 就験地設定のための甜査

昭和3 6年度 試験区設定

昭和3 7年度 各工椒の施工 測定装近の設置

編柵と編柵の直高同隔を5 s、1〇 m.

の4稲。

80】•5 D 3 , 7 D2 , 4 D 8 , 6 Ds



昭和3 8年度以降 調査測定の継続

A— 2— 2 (山形分場搆内)

以上の現地試収においては、施工後の測定において測定設備や 

測定回裁に制限があるため、倚単な設備を效多く配黄しておき年 

1.2回の測定によっておよその結果を判定しなければならない。

したがって、現均における試孩特果を一般的に普及せしめるには、 

各工極に対する積雪移動圧の積雪状態別の差異や、傾斜別の差異 

等について検时する必妥がある。このため、山形分場構内の矯下 

側山妝面に、1区の大きさ巾2 0 m,斜面長4 〇 mで倾斜3 〇' 

5 5。、4 0°の3突涂斜面をつくり、つぎのごとき試唉を実施 

する。

) 工種

A-2 -1の各エ税のうち、傾斜が特に問題となる編柵工、 

雪庇防止工について順次検討する。1工種の検討期刈は极ね3 

年とする。 •

) 結果の判定

個々の工作物に対し、積雪状態によって傾斜別にいかなる積 

雪の圧力がかかるかを詳細に検討する〇測定機械は雪圧測定用 

の磁歪計を主体とし、 これに鉛コーンその他を捕足することに
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なるが、測定は随時行うこととする。

) 年次計画

昭和3 5年度 試険斜面の整地 施工前の特性把握

昭和3 6年度 試顔斜而の完成 施工前の特性把握

昭和3 7年度以降 工讀の施工

IV ) 参考事項

には山形分場構内の試顋斜面で哭施する。この場合A— 2肉係

の試幽はすべて山毋分塲構内で行うこととなる。

3) B均区の部(川尻)

山腹工爭の携貌エ均のうち、施工の結果が良好で、すでに高木が

生育しているところに对しては、•積めの移勒を考慰しても、どの程

度までの伐採利用を行ないうるかの基準をうるため、芯i々の伐採方

法について検討する。

一方、治山用樹積の生育が衰え、ふたたび荒廃地に移行すること

が懸念されるところに対してはいかなる採育あるいは捌積更改を行

えばよいかの基準をうるため、種々の攻扱法について検討すろ。

I )エ总

ここで検討する具体的な伐採法、馬育法および圈稲更改法は昭

和3 6年度の泪資結果によって決定する。

II ) 結果の判定

主林木の生育状態を主な基準とし、一部惑雪の移動状況を考慮

することとする。

lii ) 年次計画

昭和3 5年度 試涣地の設定

昭和5 6年度 試険的取扱法決定のための調査

昭和5 7年度 各区の施工、処理

昭和3 8年度以降 調査・測定の継続

A— 2—1について、現地の遭当な試験地が得られない場合
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IV臾施分担

IV —1試段計画空歪

全体的环項については、林業試撰場防災部

復旧工法の関係については、林業試験場東北支場山形分場

既施工始の取扱法の閲係については、林鬃試殁場東北支場

IV- 2 現地事業の実行

A-1 関係G蔵王)およびA — 2 —1関係(場所未定)の治山 

工小の灾行・測定設備の投迓は秋田営林局

A- 2 - 2 :関係(山形分場)の突行は山形分場

B 関係(川尻)の実行は宵满営林局

IV — 3 詞査測定

A関係の調査測定は山形分場、B関係の我｛査也’1定は東北支場で

行・うが、一部审項について所管営林局;こ依頼することがある。


